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１．はじめに 

2017 年に制定された次亜塩素酸水生成装置の

JIS 規格（JIS B 8701:20171) ＝制定規格） が、2023

年に水道電解水生成装置を追加して改正（JIS B 

8701:20232） ＝改正規格）された。水道電解水生成

装置は水道水の電気分解によって水道電解水を生

成する。その基本性能/物性（pH 5.8～8.6、有効塩

素濃度 0.3～5.0 mg/L）は水道水と同等性をもち、

塩酸又は塩化ナトリウムを添加した水を電気分解

して生成する水溶液（次亜塩素酸水と電解次亜水：

pH 2.2～8.6、有効塩素濃度 10～100 mg/kg）とは

区別されている。また、次亜塩素酸水生成装置は独

立単体型（今回の改正において規格変更なし）であ

るのに対し、水道電解水生成装置は装置組込型であ

る点でも異なっている。改正 JIS 規格（JIS B 

8701:2023）はこれら 2 つの生成装置を包含してい

る。なお、生成物の殺菌性能に関しては、制定規格

では生成装置の性能、電極の性能、生成装置の安全

性と並列の項目（次亜塩素酸水の基本性能・殺菌性

能および安全性）として記載されていたが、改正規

格では生成装置の性能の中に包含された。これは

JIS B 8701 があくまで生成装置の規格であり、生成

物の規格ではないことを明確化するためである。 

本稿では、改正の経緯および改正の要点である水

道電解水生成装置とその生成物について活用の現

状と展望とともに概説する。 

 

２．改正の経緯 

JIS B 8701 は、新市場創造型標準化制度の枠組

みの中で日本規格協会（JSA）の指導のもと、食品

衛生法に基づく規定をベースに原案作成作業が進

められ 2017 年に制定された 3)。食品添加物殺菌料

に指定された“次亜塩素酸水”（酸性電解水）を生成

する装置および次亜塩素酸ナトリウム希釈液と同

等性があると判断された電解次亜水を生成する装

置が対象である。これらは、塩酸又は塩化ナトリウ

ム（塩化物イオン：Cl－）を添加した原水（水道水な

ど）を電気分解し、その生成物である次亜塩素酸水

と電解次亜水が共通して次亜塩素酸を含有する範

囲として pH 2.2～8.6、有効塩素濃度 10～100 

mg/kg の範囲内の電解生成物（広義の次亜塩素酸水）

を生成する定格電圧 250V 以下の単体型装置が適用

範囲となった。なお、医療機器認可された装置（医

用電気機器：JIS T 0601-1）や特定農薬（特定防除

資材）生成装置は要求事項が異なるので本 JIS 規格

に含まれない。 

こうした中、TOTO 株式会社では、水道水には塩

化物イオンが元々含まれることに着眼し、水道水を

そのまま電気分解することによって水道水質を維持

しながら有効塩素濃度を上昇させる装置を開発 4,5）

し、市場投入したところ、市場は順調に成長してき

た。そこで、この装置の生成物を“水道電解水”と定

義するとともに、制定以来 5 年経過した時点での

JIS B 8701 の見直しに際して水道電解水生成装置

の規格の追加を提案し、改正規格（JIS B 8701:2023）

の原案作成に取り組むこととなった。 

改正原案作成作業は、2022 年度 JSA 公募制度を

利用し、原案作成委員会を設置した上で、主に JIS
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原案作成分科会（表 1）において進められ、改正点

の細部の検討は筆者らによって構成された作業部

会において行われた。 

また、JIS B 8701 は新市場創造型標準化制度とい

う新しい標準化制度の枠組みの中で制定されたた

めに経済産業省内の担当部署（政策原課という）が

決まっていなかったが、曲折を経ながらも産業技術

環境局国際標準課に決まった。最終的に日本産業標

準調査会の審議を経て令和 5 年（2023 年）8 月 21

日改正の運びとなった 2)。 

 

３．改正の要点 

3.1 記載項目 

JIS B 8701 には、表 2 に示す項目が記載されて

いる。制定規格（2017 年）と改正規格（2023 年）

を比較すると、制定規格の「5 品質及び安全性の 5.3

次亜塩素酸水の性能及び安全性」と「7 試験方法の

7.4 次亜塩素酸水の性能及び安全性試験」が、改正

規格ではそれぞれ 5.1 と 7.2 に包含された。一方、

改正に伴って附属書 D が新たに追加された。水道電

解水生成装置の構造は、「6 生成装置の構造」の項目

内に追加記載された。 

3.2 水道電解水生成装置の基本構造 

次亜塩素酸水生成装置は、単体型装置で、基本的

に給水部、被電解物質供給部、電解部、吐水部、制

御部および外郭（きょう体）の 6 点から構成されて

おり（表 2）、必要な場所に設置し使用できることが

特徴的である。 

一方、水道電解水生成装置は、“組込式生成装置”

で基本的に、給水部、電解部、吐水部及び制御部の

4 点から構成（図 1 参照）されている。例えばトイ

レにおいては暖房便座機能や温水洗浄機能、脱臭機

能などの様々な用途を目的とする装置の中に組み

込んだ構造で、汎用性の高いことが特徴的である。 

また、接液部に使用する部品などの材質に関して

「6.1 一般」に記載されている。制定規格（主に食品

添加物次亜塩素酸水の生成装置を対象）では「食品、

添加物等の規格基準（昭和 34 年厚生省告示第 370

号 3 器具及び容器包装に定める規格）に適合するも

のを選定する。」となっていたが、水道電解水は遵守

すべき法律が異なるため改正規格では「有害な物質

を溶出しないものを選定する。」と簡潔化された。し

表 2．JIS B 8701 における記載項目 

 

項 目 制定(2017)   改正(2023)

1 適用範囲 〇 〇

2 引用規格 〇 〇

3 用語及び定義 〇 〇

4 種類 〇 〇

5 品質及び安全性
5.1 生成装置の性能 〇 〇
5.2 生成装置の安全性 〇 〇
5.3 次亜塩素酸水の性能及び安全性 〇 －

6 生成装置の構造 〇 〇
6.1 一般 6.2 給水部 6.3 被電解物質供給部
6.4 電解部 6.5 吐水部 6.6 制御部
6.7 外郭（きょう体） 6.8 貯槽式の貯水部

7 試験方法
7.1 試薬 〇 〇
7.2 生成装置の性能試験 〇 〇
7.3 生成装置の安全性 〇 〇
7.4 次亜塩素酸水の性能及び安全性試験 〇 －

附属書A（規定）生成物の基本性能（pH、有効塩素及び重金属類）の測定方法 〇 〇

附属書B（規定）電極の性能試験方法 〇 〇

附属書C（規定）生成物の基本性能（殺菌性能）の試験方法 〇 〇

附属書D（参考）次亜塩素酸水の残留塩素用発色剤を用いた有効塩素測定法 － 〇

解説 〇 〇

※その他の項目 8（検査方法）、9（こん包及び保管）10（表示：一般、本体、取扱説明書）は省略
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たがって、食品添加物次亜塩素酸水の生成装置の場

合は食品衛生法を遵守し選定することを推奨し、水

道電解水生成装置の場合は主に水道法に基づく「給

水装置の構造及び材質の基準に関する省令（平成 9

年厚生省令第 14 号）」を遵守し、生成物の水道電解

水に関しては、「水質基準に関する省令（平成 15 年

厚生労働省第 101 号）」に規定される水質基準 51 項

目を遵守することが望ましい。 

基本構造各部（給水部、電解部、吐水部および制

御部）に関しては、以下のことが求められている。 

①給水部は、水道電解水が逆流しない構造。 

②電解部（電解槽、電極、電解電源）は、給水およ

び送液に対する耐圧、並びに電流印加による負荷

によって異常な液漏れが生じない構造で、電解槽

は耐食性材料、電極基材にはチタン（JIS H 4650

の 1～4 種及び 11～13 種）、電極触媒には白金族

などを使用（安全使用の観点から次亜塩素酸水生

成装置の規定とは異なり、白金族の選択に幅をも

たせた。ただし、オスミウムは除く）し、電解電

源部は液体がかからない構造。 

③吐水部は、耐食性のある材料の使用。 

④制御部は、連続稼働等による発熱の影響を受けな

い構造、および故障状態になったときに安全に稼

働停止する構造。 

3.3 生成物の基本性能 

 改正作業に当たっては水道電解水生成装置の生

成物について、次亜塩素酸水生成装置の生成物の基

本性能を拡大して包含すべきか別枠とすべきかの

議論が行われた。その結果、水道電解水生成装置の

生成物は別の基本性能として追加することとなっ

た（図 2 および表 3 参照）。 

表 3 に改正 JIS B 8701 における生成物（次亜塩素

 

図 1．水道電解水の生成装置基本構成（上段）と生成原理（下段） 
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図 2．生成物の基本性能（pH と有効塩素濃度） 
図 2．生成物の基本性能（pH と有効塩素濃度） 
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表3．改正JIS B 8701:2023における生成物の基本性能

項 目 次亜塩素酸水 水道電解水

pH 2.2～8.6 5.8～8.6

有効塩素濃度 10～100 mg/kg 0.3～5.0 mg/L

殺菌性能＊ 6.0 log以上 2.0 log以上

重金属類

カドミウム 0.01 mg/L 未満 同左

水銀 0.0005 mg/L 未満 同左

鉛 0.1 mg/L 未満 同左

ひ素 0.05 mg/L 未満 同左

六価クロム 0.05 mg/L 未満 同左

白金 0.05 mg/L 未満 同左

チタン 0.05 mg/L 未満 同左

イリジウム 0.05 mg/L  未満 同左

＊殺菌性能は大腸菌及び黄色ぶどう球菌による
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酸水と水道電解水）の基本性能（pH、有効塩素濃度、

殺菌性能、重金属類）について並べて示した。重金

属に関しては変わりはないが、pH と有効塩素濃度

に関して異なることが見てとれる。すなわち、次亜

塩素酸水は pH 2.2～8.6、有効塩素濃度 10～

100mg/kg であるのに対して、水道電解水は pH 5.8

～8.6、有効塩素濃度 0.3～5.0 mg/L である。なお、

濃度単位の表示が次亜塩素酸水では mg/kg、水道電

解水では mg/L と異なっているが、これは有効塩素

濃度の測定法が異なることを反映している。 

 有効塩素に関連して、図 1 には水道電解水におけ

る次亜塩素酸の生成原理も示している。水道水中の

塩化物イオン(Cl－)の陽極電解反応で塩素ガス(Cl2)

が生じ、それが水（H2O）と反応して次亜塩素酸

（HClO）が生成する。また、水（H2O）が電解反応

を受け、陽極からは酸素ガス（O2）、陰極からは水素

ガス（H2）が発生する。両極での反応生成物はいず

れも低濃度のため、水道水の pH はほとんど変動せ

ず、次亜塩素酸の生成により有効塩素濃度が若干高

まる。 

なお、水道水は“水道事業体が供給する水および

飲用井戸水”を指している。日本の代表的な水道水

を用いて作製した水道電解水を解析した結果、いず

れも有効塩素濃度の上昇以外の水質変化はほとん

どなく、日本の水道水質基準 51 項目および WHO

飲料水水質ガイドラインの水質を維持している 4)。

このことを踏まえて、水道電解水の pH 規格は、日

本の水道水質基準を引用し、pH 5.8～8.6 とした。

また、有効塩素濃度については、陽極電解される水   

道水中の塩化物イオン濃度に依存する（一般的に数

mg/L）。そのため、日本全国の水質に基づき下限値

については、市販生成装置の実性能も考慮して 0.3 

mg/L と設定した。上限値については、WHO 飲料水

水質ガイドライン 6)に基づき 5.0 mg/L と設定した。 

 一方、次亜塩素酸水の基本性能は、市販の次亜塩

素酸水生成装置の中に pH 2.2 未満のものを生成す

る装置は存在しないこと、電解次亜水の基本性能の

中で次亜塩素酸の存在が確認された上限が pH 8.6

であったことから pH 範囲として pH 2.2～8.6 が設

定された。また、有効塩素濃度に関しては、上限値

が電解次亜水において規定がなかったため 7)、大量

調理施設衛生管理マニュアル 8)で、野菜などを殺菌

する次亜塩素酸ナトリウム溶液の濃度条件を引用

し、次亜塩素酸水の有効塩素濃度上限値を 100 mg/kg

とした経緯がある。 

 表 4 に食品添加物と JIS 規格における電解生成物

の基本性能（物性）の相違について、類別、電解生

成物（概念）、物性（pH と有効塩素濃度）などを要

約して示した。 

生成物の殺菌性能に関しては、制定規格において

次亜塩素酸水の試験方法が附属書 Cに規定されてい

るが、改正に当たって水道電解水の殺菌性能につい

ても同じ試験法で検証された。すなわち、大腸菌

（Escherichia coli NBRC 3972）及び黄色ぶどう球

菌（Staphylococcus aureus NBRC 12732）を試験

菌株として、試験管内試験ではこれらの菌液（2.0×

108～1.0×109 CFU/mL）に対して約 100 倍量の生

成物を混合し、30 秒経過後の生残数を計数する方法

表 4．食品添加物と JIS 規格における電解生成物の比較 

 

類別 電解生成物 種 類 pH 有効塩素濃度 備 考

次亜塩素酸水（2002/2012) 単体型生成装置

次亜塩素酸を主成分とする 強酸性 2.7 以下 20～60 mg/kg 生成装置の個別
酸性電解水 弱酸性 2.7～5.0 10～60 mg/kg 認可のため性能

微酸性 5.0～6.5 10～80 mg/kg の違いを反映

次亜塩素酸水（JIS B 8701:2017/2023） 単体型生成装置

次亜塩素酸を含む 2.2～8.6 10～100 mg/kg 広義の次亜塩素酸水

酸性電解水と電解次亜水

水道電解水（JIS B 8701:2023） 組込型生成装置

水道水基準内の有効塩素含有 5.8～8.6 0.3～5.0 mg/L 水道水の水質を維持

食
品
添
加
物

J

I

S

規
格
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である。この試験法において次亜塩素酸水は両菌株

に対して 6.0 log 以上の菌数減少が求められる。 

同じ方法により水道電解水の殺菌性能を検証し

た結果（表 5）、有効塩素濃度 0.3 mg/L（下限値）の

殺菌性能は、大腸菌に対して 6 log（6.3 超）に達し、

黄色ぶどう球菌に対してはほぼ 5 log（4.9）であっ

た。さらに、1.5 mg/L では両菌株対して 6 log 超の殺

菌性能を示した。 

これらの結果を踏まえながら、水道電解水生成装

置が活用されるトイレやキッチンなどの生活空間

で日々繰り返し使われる水廻りにおいて一般的に

衛生性や清潔性を担保できることを考慮して、水道

電解水の殺菌性能を 2.0 以上と設定した（表 3 およ

び表 5 参照）。 

 

４．水道電解水生成装置の活用の現状と展望 

水道電解水生成装置は当初、TOTO 株式会社にお

いてトイレ（温水洗浄便座）の衛生管理のために開

発された。市場投入の結果、市場が急速かつ大幅に

（千万台単位で）拡大している。トイレ以外にもキッ

チン、洗面化粧台、浴室など一般家庭における生活

水廻り機器などにおいて広く活用されている（図 3）。 

水道電解水は有効塩素濃度の下限値（0.3 mg/L）

でも有効な殺菌性能を示し、上限値（5.0 mg/L）で

も水道水質、すなわち高い安全性を維持している。

安全性については、皮膚又は粘膜にほとんど損傷を

与えないことも知られている 9)。そのため、この水

道電解水生成装置は幅広く製品に組み込まれ活用

されるポテンシャルを十分に有していると思われ

る。具体的に、これまでの物品に対する衛生管理の

ほか、手洗いなど日常生活習慣における行為に日々

用いても安全に使用できることとして、用途拡大さ

れていくことを展望する。 

一方、次亜塩素酸水生成装置は、次亜塩素酸水が

食品添加物殺菌料に指定されたために主に食品分

野で食材・調理器具の殺菌洗浄や衛生的手洗いなど

に活用されていたが、JIS 規格において広義の次亜

塩素酸水（pH 2.2～8.6、有効塩素濃度 10～100 

mg/kg）が規定された結果、各種の施設内環境の衛

生管理などに活用が広まっている。とくにコロナ禍

の中でその感染対策に一般家庭を含めて多施設で

導入が進んだ。 

 

５．おわりに 

JIS B 8701:2023 は、塩化物イオンを含む水溶液

を電気分解することによって次亜塩素酸水あるい

は水道電解水を生成する装置を包括する規格であ

る。すなわち、装置とその生成物の品質（物性と規

格）・有効性・安全性に関して求められる“標準”を記

載している。装置メーカーが、第三者による検証な

ども含めて、自社生成装置の品質・有効性・安全性

などの信頼性の維持・向上にとっての基盤である。 

また今後、これに準拠した装置を開発・提供する

企業が増えていき、ユーザーの選択肢が増えること

が期待できる。その結果として、装置の普及が促進

され、さらには技術革新などにより新たな規格改正

表 5．水道電解水の殺菌性能 

 
試験方法：JIS B 8701 附属書 C に準拠 菌数は N＝3 の平均値、  試験機関：日本微生物クリニック株式会社 

生残菌数（CFU/mL) 殺菌性能 生残菌数（CFU/mL) 殺菌性能

滅菌精製水 　　0 2.1×106 　　　―  3.0×106 　   　 ―

水道電解水       0.3 mg/L 不検出 　　＞6.3 2.8×10 　　   4.9

      1.0 mg/L 不検出 　　＞6.3  4.8×100 　   　5.6

      1.5 mg/L 不検出 　　＞6.3 不検出   　 ＞6.3

黄色ブドウ球菌

表5．水道電解水の殺菌性能

　試験方法：JIS B 8701附属書Cに準拠　菌数はN＝3の平均値

  試験機関：日本微生物クリニック株式会社

有効塩素濃度
大腸菌

検体
黄色ぶどう球菌

 
図 3．水廻りにおける水道電解水生成装置の活用 

ノズルや便器内を除菌し、きれいを長持ち

トイレ

洗面化粧台 キッチン 浴室

水道電解水生成装置
（組込式）



の必要性が生まれ、社会貢献の広がりが期待される。 
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JIS B 8701:2017 was established in 2017 for “hypochlorous acid (HClO) water producing apparatus” on 

the basis of the requirements for electrolyzing devices that produce HClO water approved as a microbicidal 

food additive. JIS B 8701:2017 allows devices to produce HClO water within the ranges of pH2.2 -8.6 and 

available chlorine concentration (ACC) 10-100 mg/kg. Subsequently, multipurpose devices that electrolyze 

intact tap water in order to raise its ACC within the range described in the tap water quality standards have 

emerged as a new market. This water was newly defined as “electrolyzed tap water with pH 5.8- 8.6 and ACC 

0.3- 5.0 mg/L”. Then, the revision of JIS B 8701 was applied and realized in 2023 as JIS B 8701:2023 in 

which the electrolyzed tap water producing apparatus was included as a separate apparatus from the HClO 

water producing apparatus. 

In this article, we therefore outlined key points of this revision due to the requirements for the electrolyzed 

tap water producing apparatus in terms of basic constituents and so on in order to illuminate their features 

different from those for the HClO water producing apparatus. In addition, the bactericidal fidelity of the 

product of the apparatus was set as 2.0 log or higher, considering that this fidelity level may be useful enough 

to keep hygiene of daily water using situations. Actually, the electrolyzed tap water with the minimum ACC 

(0.3 mg/L) showed killing effects of 6.3 log and 4.9 log against Escherichia coli and Staphylococcus aureus, 

respectively, when examined according to Appendix C of JIS B 8701. 

Thus the revision of JIS B 8701 will improve or expand the reliability to the quality and safety of the 

apparatus for producing the electrolyzed tap water as well as the one for producing HClO water. 


